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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

  

 
  

 
(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。 

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式がないため記載しておりませ

ん。 

４．第85期第２四半期連結累計期間の四半期包括利益の算定にあたり、「包括利益の表示に関する会計基準」

(企業会計基準第25号  平成22年６月30日)を適用し、遡及処理しております。 

  

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第85期

第２四半期 
連結累計期間

第86期
第２四半期 
連結累計期間

第85期

会計期間
自  平成22年４月１日
至  平成22年９月30日

自  平成23年４月１日 
至  平成23年９月30日

自  平成22年４月１日
至  平成23年３月31日

売上高 (百万円) 40,142 16,698 74,786 

経常利益 (百万円) 12,952 3,074 20,767 

四半期(当期)純利益 (百万円) 8,285 483 11,261 

四半期包括利益又は包括利益 (百万円) 8,053 152 11,232 

純資産額 (百万円) 109,104 109,079 110,500 

総資産額 (百万円) 122,113 119,485 126,543 

１株当たり四半期(当期) 
純利益金額 

(円) 42.42 2.48 57.66 

潜在株式調整後１株当たり 
四半期(当期)純利益金額 

(円) ─ ─ ─

自己資本比率 (％) 89.28 91.25 87.26 

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) 12,169 △10,200 21,151 

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △16,337 12,638 △24,572

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △1,914 △1,701 △3,856

現金及び現金同等物の 
四半期末(期末)残高 

(百万円) 19,046 18,552 17,852 

回次
第85期

第２四半期 
連結会計期間

第86期
第２四半期 
連結会計期間

会計期間
自  平成22年７月１日
至  平成22年９月30日

自  平成23年７月１日 
至  平成23年９月30日

１株当たり四半期純利益金額 (円) 17.71 4.75 
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当第２四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている

事業の内容について重要な変更はありません。 

また、主要な関係会社についても異動はありません。 

  

  

２ 【事業の内容】
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第２ 【事業の状況】 

当第２四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事

項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書

に記載した「事業等のリスク」について重要な変更はありません。 

なお、重要事象等は存在しておりません。 

  

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

  

文中における将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び

連結子会社）が判断したものであります。 

(1) 経営成績の分析 

当第２四半期連結累計期間におけるわが国経済においては、東日本大震災におけるサプライチェーン

障害等の復旧・復興は進行し、企業の生産、輸出等は持ち直したものの、円高の進行、緩やかなデフレ

継続、中長期的な電力供給制約及び原発災害問題等の影響により当第２四半期連結会計期間末に向けて

経済活動は足踏み状態となり企業収益や雇用環境は依然として低水準で推移しました。また、欧州にお

ける金融不安の影響による先行き景気下振れが懸念される状況が生じました。 

海外においては、アジア新興国等は、中国を中心に堅調な内需を維持しており、消費拡大ペースや輸

出ペースは鈍化傾向に移行したものの依然高経済成長を継続しましたが、インフレ対策としての金融引

き締め等による景気減速による市場混乱の兆候が見られたこと、米国経済は自律的回復が困難な状況で

景気減速感が色濃くなっており高失業率・住宅市況の低迷並びに金融緩和政策の行き詰まり懸念が継続

したこと、また、欧州経済は一部の国々において債務問題が深刻化し金融システム安定化には程遠く、

持ち直し傾向であった景気回復基調は総じて鈍化したこと等、厳しい状況が継続いたしました。 

このような状況のもと、当社グループの売上高、損益の大半を占めるニッケル事業の主需要先である

ステンレス鋼業界においては、依然として高経済成長を継続するアジア新興国等の旺盛な内需及びその

影響を色濃く受けて景気鈍化傾向にある欧米諸国を含めた先進諸国等の需要により、一時軟化基調であ

った生産・需要に一定の回復は見られましたが、本格的回復には至らず、伸び悩みの状況で低調な推移

となりました。 

フェロニッケル需要は、国内経済活動が東日本大震災の影響により一時抑制・停止したこと、アジア

新興国等では内需を中心とした景気拡大による高経済成長が継続したものの中国の電力供給不足問題に

よる生産活動への悪影響等により本格的回復には至らず、伸び悩みの状況での推移となりました。 

１ 【事業等のリスク】

２ 【経営上の重要な契約等】

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】
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ニッケルのロンドン金属取引所における価格は、米国の財政政策行き詰まり状況や欧州の債務問題等

による景気下振れ懸念及びニッケルの先行き供給過剰との見方が重なり一進一退の状況となり、下降傾

向の推移となりました。 

その中で当社のフェロニッケル販売数量は、本年３月の津波の影響による生産停止・出荷停止が当第

２四半期連結累計期間の生産販売に大きな影響を及ぼし、本年６月末に出荷を再開したものの、前年同

期に比べ、国内向け、輸出向け共に大幅に減少し、全体では前年同期比57.7％の減少となりました。 

販売価格は、フェロニッケル製品の価格形成の指標となる当社適用ＬＭＥニッケル価格が前年同期比

6.9％の上昇となりましたが、当社適用平均為替レートが前年同期比11.4％の大幅円高となったため、

低下しました。 

販売数量の減少及び販売価格が低下となったその結果、当第２四半期連結累計期間の連結売上高は

16,698百万円、前年同期比58.4％の大幅減収となりました。損益につきましては、営業利益は1,098百

万円、前年同期比90.7％減、持分法投資利益を計上した経常利益は3,074百万円、前年同期比76.3％

減、災害による損失（震災による設備休止等）2,518百万円を計上した四半期純利益は483百万円、前年

同期比94.2％減となりました。 

セグメント別の業績は、次のとおりであります。 

①ニッケル事業 

ニッケル事業についての業績は、「(1)経営成績の分析」に記載のとおりであります。 

その結果、当部門の売上高は15,732百万円、前年同期比60.1％の大幅減収、営業利益は1,011百万

円、前年同期比91.4％減となりました。 

②その他 

その他の事業部門につきましては、廃棄物リサイクル事業及び株式会社大平洋ガスセンターは本年３

月の東日本大震災の影響で一時生産・販売停止等となったため売上高は低調に推移しましたが、株式会

社大平洋エネルギーセンターの売上高及び営業利益は順調に推移しました。 

その結果、当部門の売上高は1,031百万円、前年同期比19.7％増、営業利益は81百万円、前年同期比

147.2％増となりました。 
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(2) 財政状態の分析 

①資産の部 

資産合計は、前連結会計年度末に比べ7,057百万円減少し、119,485百万円となりました。 

当第２四半期連結会計期間末における流動資産は、東日本大震災の影響により一時生産停止及び製品

出荷停止の状況となり、生産は本年６月中旬に復旧し、製品出荷は６月末に再開となったためたな卸資

産が増加しましたが、震災復旧費用の支出及び法人税、住民税及び事業税の納付により現金及び預金が

減少したこと等により、前連結会計年度末に比べ10,919百万円の減少となりました。 

固定資産においては、東日本大震災の影響により被災した場内復旧工事を優先し、設備投資を抑制し

たため、当第２四半期連結累計期間の投資額が減価償却額を下回ったこと等により有形固定資産が減少

しましたが、１年超定期預金の預入による長期預金の増加及び持分法による投資利益の計上等に伴う投

資有価証券の増加等により、前連結会計年度末に比べ3,862百万円の増加となりました。 

②負債の部 

負債合計は、前連結会計年度末に比べ5,636百万円減少し、10,406百万円となりました。 

当第２四半期連結会計期間末において、法人税、住民税及び事業税の納付に伴う未払法人税等の減少

及び東日本大震災で被害を受けた場内の復旧工事等の進行による災害損失引当金の減少等により、流動

負債が前連結会計年度末に比べ5,549百万円の減少となりました。 

固定負債においては、長期借入金の返済による減少等により、前連結会計年度末に比べ86百万円の減

少となりました。 

③純資産の部 

純資産合計は、前連結会計年度末に比べ1,420百万円減少し、109,079百万円となりました。 

当第２四半期連結会計期間末において、四半期純利益483百万円の計上による増加及び配当1,562百万

円の実施による減少等を加減算した結果、株主資本が1,090百万円の減少、その他の包括利益累計額が

302百万円の減少並びに少数株主持分が28百万円の減少となりました。 

  

(3) キャッシュ・フローの分析 

当第２四半期連結累計期間における営業活動によるキャッシュ・フローは、主な増加要因である減価

償却費3,138百万円等に、主な減少要因である売上債権の増減額1,249百万円、持分法による投資損益

1,989百万円、たな卸資産の増減額4,386百万円及び法人税等の支払額又は還付額5,582百万円等を夫々

加減算し10,200百万円の支出で、前年同期に比べ22,370百万円の減収となりました。 

投資活動によるキャッシュ・フローは、主な増加要因である定期預金の払戻による収入17,600百万円

に、主な減少要因である有形固定資産の取得による支出646百万円及び定期預金の預入による支出4,200

百万円等を夫々加減算し12,638百万円の収入で、前年同期に比べ28,976百万円の増収となりました。 

財務活動によるキャッシュ・フローは、長期借入金の返済による支出109百万円及び配当金の支払額

1,558百万円等を加え1,701百万円の支出で、前年同期に比べ212百万円の増収となりました。 

現金及び現金同等物の増減は、前年同期に比べ6,809百万円の増収となりました。 

以上の結果、現金及び現金同等物の四半期末残高は18,552百万円で前年同四半期末残高に比べ493百

万円の減少となりました。 

  

― 6 ―



  

(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題 

当第２四半期連結累計期間において、当連結会社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更

及び新たに生じた課題はありません。 

なお、当社は財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針を定めており、その

内容等（会社法施行規則第118条第３号に掲げる事項）は次のとおりです。 

(a) 基本方針の内容の概要 

当社は、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者は、当社の企業価値の源泉を理解し、当社

が企業価値ひいては株主共同の利益を継続的かつ持続的に確保、向上していくことを可能とする者で

ある必要があると考えております。 

もとより当社は、株式の大量買付であっても、これらの当社の企業価値・株主共同の利益に資する

ものであれば、これを否定するものではありません。また、株式会社の支配権の移転を伴う買収提案

についての判断は、最終的には株主全体の意思に基づき行われるべきものと考えております。しかし

ながら、株式の大量買付の中には、その目的等から見て企業価値・株主共同の利益に対する明白な侵

害をもたらすもの、対象会社の取締役会や株主が株式の大量買付の内容等について検討しあるいは対

象会社の取締役会が代替案を提案するための十分な時間や情報を提供しないもの、対象会社が買収者

の提示した条件よりも有利な条件をもたらすために買収者との交渉を必要とするもの等、対象会社の

企業価値・株主共同の利益に資さないものも少なくありません。 

当社としては、当社の企業価値の源泉は、①フェロニッケル専業メーカーとしての独自の製錬技

術、及びそれを支える個々の従業員の技術・ノウハウ等、②生産設備や個々の従業員の能力等に基づ

く高い生産性、③フェロニッケルの販売先及び原料調達先等との信頼関係等にあると考えておりま

す。当社株式の大量買付を行う者がこれらの当社の企業価値の源泉を理解し、中長期的に確保し、向

上させられる者でない場合には、当社の企業価値ひいては株主共同の利益は毀損されることになりま

す。 

そして、当社は、このような当社の企業価値・株主共同の利益に資さない大量買付を行う者は、当

社の財務及び事業の方針の決定を支配する者として不適切であり、このような者による大量買付に対

しては、必要かつ相当な対抗措置を採ることにより、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を確保

する必要があると考えております。 

(b) 基本方針実現のための取り組みの内容の概要                        

①基本方針の実現に資する特別な取り組み 

当社は、平成22年度から同24年度までを計画期間とする中期経営計画「ＰＡＭＣＯ－２４」を新規

に策定し、平成22年５月12日付で公表いたしました。かかる新中期経営計画において、当社は、①ニ

ッケル資源調達の長期安定化、②設備投資による生産能力の増強・合理化・環境対策、③東アジア地

域における取引先との連携強化、④新規事業の充実に取り組み、さらなる企業価値・株主共同の利益

の向上を目指しております。すなわち、当社は、①ニッケル資源調達の長期安定化のため、現地原料

調達先企業と長期購入契約の維持更新及び共同鉱山開発の実施をするとともに、低品位鉱石に対応し

た湿式製錬技術の確立を図り、②電気炉ライン等について適切な設備投資を行うなどにより生産性の

向上と環境対策の充実などを図ります。また、③中国を視野に入れつつ東アジアのステンレス鋼生産

地域に販路を拡大するとともに④製錬技術を活用した焼却灰処理等の環境事業の充実を図ってまいり

ます。 
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かかる新中期経営計画に定められた諸施策を実行することで、当社は事業の効率性、高収益性を維

持・実現することを目標としております。 

なお、当社は株主の皆様への利益還元を重要な経営課題のひとつとして位置づけており、企業体質

の充実・強化を図りつつ、新中期経営計画での利益配分について、連結配当性向30％を目処に実施し

てまいります。 

また、内部留保金につきましては、経営環境の変化に対応するとともに、新技術の開発、設備投

資、資源確保及び資本政策の一環としての自己株式取得等に活用してまいります。 

当社は、透明性の高い公正な経営を実現すべく、取締役の任期を１年とし、独立性のある社外取締

役を選任することにより経営に対する監視機能の強化を図っております。また、意思決定の迅速化に

よる事業環境変化への対応力強化を図るため執行役員制を導入しております。 

監査役につきましては、社外監査役３名を含む４名により監査役会を構成し、取締役会等の重要な

会議に出席する等、取締役の職務執行の監査を行っております。さらに、内部統制委員会や取締役会

直属の監査室の設置等により内部統制の強化も図っております。 

②基本方針に照らして不適切な者が支配を獲得することを防止するための取り組み 

当社は、平成22年５月19日の取締役会決議及び平成22年６月29日開催の第84回定時株主総会の決議

に基づき更新した「当社株式の大量取得行為に関する対応策（買収防衛策）」（以下「本プラン」と

いいます。）の概要は、下記のとおりです。 

(ⅰ)本プランの目的 

本プランは、当社の企業価値ひいては株主共同の利益に反する大量買付を抑止するために、当社

株式に対する大量買付が行われる際に、当社取締役会が株主の皆様に代替案を提案したり、あるい

は株主の皆様がかかる大量買付に応じるべきか否かを判断するために必要な情報や時間を確保する

こと、株主の皆様のために交渉を行うこと等を可能とし、当社の企業価値・株主共同の利益を確

保・向上させることを目的としております。 

(ⅱ)本プランの概要 

本プランは、当社株券等の20％以上を取得しようとする買付等がなされる場合等に、買付者等に

事前に買付内容等の検討に必要な情報の提出を求めるなど、上記の目的を達成するために必要な手

続を定めております。買付者等は、本プランに定める手続に従うものとし、当社取締役会において

対抗措置を発動しない旨が決定されるまで買付等を実行してはならないものとされております。当

社は、本プランにおける対抗措置の発動の判断について、取締役の恣意的判断を排するため、当社

経営陣から独立した当社社外取締役等のみから構成される特別委員会において、その客観的な判断

を経ることとしております。 

買付者等には、買付等の開始または実行に先立ち、本プランの手続を遵守する旨の誓約文言等を

含む意向表明書を当社に対して提出するとともに、買付等の内容の検討に必要な所定の情報等を記

載した買付説明書を当社取締役会に対して提出していただきます。特別委員会は、買付者等から必

要な情報が提出された場合、当社取締役会に対しても、買付者等の買付等の内容に対する意見及び

その根拠資料、代替案その他の情報等を提供するよう要求することができます。特別委員会は、買

付等の内容の検討、買付者等と当社取締役会の経営計画・事業計画等に関する情報収集・比較検

討、及び当社取締役会の提供する代替案の検討等を行い、また、必要であれば、買付者等と協議・

交渉等を行います。 
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特別委員会は、上記の手続を踏まえて、買付等が、本プランに定められた手続に従わない買付等

である場合や当社の企業価値・株主共同の利益に対する明白な侵害をもたらすおそれがある場合

で、かつ、対抗措置を発動することが相当である場合等、本プラン所定の要件に該当すると判断し

たときは、当社取締役会に対して、対抗措置として、新株予約権無償割当てを実施することを勧告

します。当社取締役会は、当該勧告を最大限尊重して、本新株予約権無償割当ての実施または不実

施等に関する会社法上の機関としての決議を行います。当社取締役会は、本プラン所定の場合に

は、株主総会を招集し、新株予約権無償割当ての実施に関する株主の皆様の意思を確認することが

あります。 

本プランに従い株主の皆様に対して割当てられる予定の新株予約権には、買付者等及びその関係

者による権利行使は原則として認められないという行使条件、及び当社が買付者等及びその関係者

以外の者から当社株式と引換えに新株予約権を取得することができる旨の取得条項が付されること

になります。 

本プランの有効期間は、原則として、平成22年６月29日開催の第84回定時株主総会の終結後３年

以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する定時株主総会の終結の時までとします。 

(C) 具体的取り組みに対する当社取締役会の判断及びその理由 

上記の中期経営計画「ＰＡＭＣＯ－２４」、コーポレート・ガバナンスの強化等の各施策は、当社

の企業価値・株主共同の利益を継続的かつ持続的に向上させるための具体的方策として策定されたも

のであり、まさに当社の基本方針に沿うものです。 

また、本プランは、上記のとおり、企業価値・株主共同の利益を確保・向上させる目的をもって導

入されたものであり、基本方針に沿うものです。特に、本プランは、①株主総会において株主の承認

の下に更新されたものであること、②一定の場合には本プランの発動の是非について株主の皆様の意

思を確認する仕組みが設けられていること、③その内容として対抗措置の発動に関する合理的な客観

的要件が設定されていること、④独立性のある社外取締役等によって構成される特別委員会が設置さ

れており、本プランの発動に際しては必ず特別委員会の判断を経ることが必要とされていること、⑤

特別委員会は第三者専門家を利用することができるとされていること等により、その公正性・客観性

が担保されており、企業価値ひいては株主共同の利益に資するものであり、当社の会社役員の地位の

維持を目的とするものではありません。 

  

(5) 研究開発活動 

当第２四半期連結累計期間の研究開発活動の金額はありません。 

  

(6) 生産、受注及び販売の実績 

当第２四半期連結累計期間において、全体の生産及び販売の実績が著しく減少しております。 

生産の実績は、本年３月の津波による生産停止・出荷停止等が当第２四半期連結累計期間の生産販売

に大きな影響を及ぼしたことにより、前年同期に比べニッケル事業では42.9％減、その他の事業の株式

会社大平洋エネルギーセンターでは早い復旧もあり28.7％増となりました。また、全体では41.4％減と

なりました。 

なお、販売の実績については、「(1)経営成績の分析」に記載のとおりであります。 
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第３ 【提出会社の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

 
  

② 【発行済株式】 

  

 
  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】 

該当事項はありません。 

  

(4) 【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 

  

  

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

  

 
  

１ 【株式等の状況】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 500,000,000 

計 500,000,000 

種類
第２四半期会計期間末 

現在発行数(株) 
(平成23年９月30日)

提出日現在発行数(株)
(平成23年11月11日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 195,770,713 195,770,713 
東京、大阪証券取
引所の市場第一部 

単元株式数：1,000株
完全議決権株式であり、
権利内容に何ら限定のな
い当社における標準とな
る株式であります。 

計 195,770,713 195,770,713 ― ―

年月日
発行済株式 
総数増減数 
(千株)

発行済株式
総数残高 
(千株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金 
増減額 
(百万円)

資本準備金
残高 

(百万円)

平成23年７月１日～ 
平成23年９月30日 

─ 195,770 ─ 13,922 ─ 3,481 

― 10 ―



  
(6) 【大株主の状況】 

 
(注) 住友信託銀行株式会社及びその共同保有者である中央三井アセット信託銀行株式会社、中央三井アセットマネ

ジメント株式会社、日興アセットマネジメント株式会社から平成23年９月６日付で関東財務局長に提出された

大量保有報告書により、平成23年８月31日現在で以下の株式を所有している旨の報告を受けておりますが、当

社として当第２四半期会計期間末における実質所有株式数の確認ができませんので、上記大株主の状況には含

めておりません。 

なお、大量保有報告書の内容は以下のとおりであります。 

  平成23年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数 
(千株)

発行済株式
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％)

新日鐵住金ステンレス株式会社 東京都千代田区大手町二丁目６番１号 20,493 10.47 

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社(信託口) 

東京都中央区晴海一丁目８番11号 18,244 9.32 

三菱商事株式会社 東京都千代田区丸の内二丁目３番１号 15,955 8.15 

日新製鋼株式会社 
東京都千代田区丸の内三丁目４番１号
新国際ビル 

14,952 7.64 

日本マスタートラスト信託銀行
株式会社(信託口) 

東京都港区浜松町二丁目11番３号 10,810 5.52 

資産管理サービス信託銀行株式
会社(証券投資信託口) 

東京都中央区晴海一丁目８番12号
晴海アイランドトリトンスクエアオフィスタ
ワーＺ棟 

6,791 3.47 

BBH FOR FIDELITY  
LOW－PRICED STOCK FUND 
（常任代理人株式会社三菱東京
ＵＦＪ銀行） 

40 WATER STREET，BOSTON MA 02109
U．S．A． 
（東京都千代田区丸の内二丁目７番１号 
 決済事業部） 

4,000 2.04 

STATE STREET BANK AND 
TRUST COMPANY 505103 
（常任代理人株式会社みずほコ
ーポレート銀行 決済営業部） 

P．O．BOX 351 BOSTON MASSACHUSETTS
02101 U．S．A． 
（東京都中央区月島四丁目16番13号） 

2,455 1.25 

学校法人東京国際大学 東京都新宿区高田馬場四丁目23番23号 2,289 1.17 

大平洋金属取引先持株会 青森県八戸市大字河原木字遠山新田５番２ 1,922 0.98 

計 ― 97,913 50.01 

  

氏名又は名称 住所
保有株券等の数 

(千株)
株券等保有割合

(％)

住友信託銀行株式会社 
大阪府大阪市中央区北浜四丁目
５番33号 

2,189 1.12 

中央三井アセット信託銀行株式
会社 

東京都港区芝三丁目23番１号 2,567 1.31 

中央三井アセットマネジメント
株式会社 

東京都港区芝三丁目23番１号 253 0.13 

日興アセットマネジメント株式
会社 

東京都港区赤坂九丁目７番１号
ミッドタウン・タワー 

5,361 2.74 
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(7) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

 
(注) １ 「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式18,000株(議決権数 18個) が

含まれております。 

２ 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式337株が含まれております。 

  

② 【自己株式等】 

 
  

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間において役員の異動はありません。 

  

  

  平成23年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式）
普通株式 531,000

― ―

完全議決権株式(その他) 
普通株式 

194,337,000 
194,337 ―

単元未満株式 
普通株式 

902,713 
― ―

発行済株式総数 195,770,713 ― ―

総株主の議決権 ― 194,337 ―

 平成23年９月30日現在

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 

(株)

他人名義
所有株式数 

(株)

所有株式数 
の合計 
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数 
の割合(％)

（自己保有株式） 
大平洋金属株式会社 

東京都千代田区大手町一
丁目６番１号 

531,000 ─ 531,000 0.27 

計 ― 531,000 ─ 531,000 0.27 

２ 【役員の状況】
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第４ 【経理の状況】 

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成

19年内閣府令第64号)に基づいて作成しております。 

  

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間(平成23年７月１

日から平成23年９月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成23年４月１日から平成23年９月30日ま

で)に係る四半期連結財務諸表について、有限責任 あずさ監査法人により四半期レビューを受けておりま

す。 

  

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

２．監査証明について
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１【四半期連結財務諸表】 
(1)【四半期連結貸借対照表】 

(単位：百万円)

前連結会計年度 
(平成23年３月31日) 

当第２四半期連結会計期間 
(平成23年９月30日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 41,452 25,752

受取手形及び売掛金 6,508 7,757

商品及び製品 4,408 8,213

仕掛品 500 451

原材料及び貯蔵品 4,171 4,800

繰延税金資産 2,018 1,008

その他 1,049 1,205

貸倒引当金 △4 △4

流動資産合計 60,103 49,184

固定資産   

有形固定資産   

機械装置及び運搬具（純額） 27,110 25,503

その他（純額） 22,787 23,082

有形固定資産合計 49,897 48,586

無形固定資産   

のれん 49 36

その他 154 134

無形固定資産合計 203 171

投資その他の資産   

その他 16,828 22,034

貸倒引当金 △490 △490

投資その他の資産合計 16,338 21,543

固定資産合計 66,439 70,301

資産合計 126,543 119,485
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(単位：百万円)

前連結会計年度 
(平成23年３月31日) 

当第２四半期連結会計期間 
(平成23年９月30日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 1,443 1,843

短期借入金 210 210

未払費用 916 1,414

未払法人税等 5,587 80

賞与引当金 537 317

災害損失引当金 2,860 921

環境事業操業停止損失引当金 364 －

その他 1,097 2,680

流動負債合計 13,017 7,468

固定負債   

長期借入金 644 534

退職給付引当金 67 66

再評価に係る繰延税金負債 1,801 1,801

その他 511 535

固定負債合計 3,024 2,938

負債合計 16,042 10,406

純資産の部   

株主資本   

資本金 13,922 13,922

資本剰余金 3,481 3,481

利益剰余金 93,451 92,373

自己株式 △370 △381

株主資本合計 110,484 109,394

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 434 167

土地再評価差額金 842 842

為替換算調整勘定 △1,334 △1,369

その他の包括利益累計額合計 △57 △359

少数株主持分 73 44

純資産合計 110,500 109,079

負債純資産合計 126,543 119,485
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(2)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】 
【四半期連結損益計算書】 
【第２四半期連結累計期間】 

（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成23年９月30日) 

売上高 40,142 16,698

売上原価 25,803 14,447

売上総利益 14,338 2,251

販売費及び一般管理費   

販売費 1,110 432

一般管理費 1,428 720

販売費及び一般管理費合計 ※1  2,538 ※1  1,153

営業利益 11,800 1,098

営業外収益   

受取利息 26 27

受取配当金 10 41

不動産賃貸料 46 44

持分法による投資利益 867 1,989

その他 279 109

営業外収益合計 1,229 2,213

営業外費用   

支払利息 17 13

設備賃貸費用 21 21

設備維持費用 10 106

その他 26 97

営業外費用合計 76 237

経常利益 12,952 3,074

特別利益   

固定資産売却益 3 －

貸倒引当金戻入額 1 －

受取保険金 586 28

環境事業操業停止損失引当金戻入額 － 214

特別利益合計 591 242

特別損失   

災害による損失 － 2,518

固定資産除却損 197 834

その他 34 0

特別損失合計 232 3,354

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

13,311 △38
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（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成23年９月30日) 

法人税、住民税及び事業税 5,267 192

法人税等調整額 △255 △685

法人税等合計 5,011 △493

少数株主損益調整前四半期純利益 8,299 455

少数株主利益又は少数株主損失（△） 14 △28

四半期純利益 8,285 483
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【四半期連結包括利益計算書】 
【第２四半期連結累計期間】 

(単位：百万円)

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成23年９月30日) 

少数株主損益調整前四半期純利益 8,299 455

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △144 △275

繰延ヘッジ損益 66 －

持分法適用会社に対する持分相当額 △168 △26

その他の包括利益合計 △246 △302

四半期包括利益 8,053 152

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 8,038 181

少数株主に係る四半期包括利益 14 △28
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】 

（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成23年９月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半
期純損失（△）

13,311 △38

減価償却費 2,339 3,138

のれん償却額 12 12

貸倒引当金の増減額（△は減少） △1 0

受取利息及び受取配当金 △37 △68

持分法による投資損益（△は益） △867 △1,989

支払利息 17 13

投資有価証券評価損益（△は益） 0 －

有形固定資産除却損 197 834

受取保険金 △586 △28

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 20 －

売上債権の増減額（△は増加） △535 △1,249

たな卸資産の増減額（△は増加） 185 △4,386

仕入債務の増減額（△は減少） △543 400

未払消費税等の増減額（△は減少） 234 △54

退職給付引当金の増減額（△は減少） 4 △1

災害損失引当金の増減額（△は減少） － △1,939

その他 △374 △896

小計 13,377 △6,252

利息及び配当金の受取額 1,252 1,358

利息の支払額 △10 △6

保険金の受取額 586 282

法人税等の支払額又は還付額（△は支払） △3,036 △5,582

営業活動によるキャッシュ・フロー 12,169 △10,200

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △2,055 △646

有形固定資産の売却による収入 67 －

無形固定資産の取得による支出 △61 △8

定期預金の預入による支出 △20,300 △4,200

定期預金の払戻による収入 6,000 17,600

その他 11 △106

投資活動によるキャッシュ・フロー △16,337 12,638

財務活動によるキャッシュ・フロー   

長期借入金の返済による支出 △109 △109

配当金の支払額 △1,767 △1,558

その他 △38 △34

財務活動によるキャッシュ・フロー △1,914 △1,701
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（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成23年９月30日) 

現金及び現金同等物に係る換算差額 △26 △35

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △6,109 700

現金及び現金同等物の期首残高 25,155 17,852

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1  19,046 ※1  18,552
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【継続企業の前提に関する事項】 

該当事項はありません。 

  

【追加情報】 

  

 
  

【注記事項】 

(四半期連結貸借対照表関係) 

該当事項はありません。 

  

(四半期連結損益計算書関係) 

 
  

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

 
  

当第２四半期連結累計期間
(自  平成23年４月１日  至  平成23年９月30日)

第１四半期連結会計期間の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及び

誤謬の訂正に関する会計基準」（企業会計基準第24号 平成21年12月４日）及び「会計上の変更及び誤謬の訂正

に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第24号 平成21年12月４日）を適用しております。 

 

(自 平成22年４月１日 
至 平成22年９月30日) 

前第２四半期連結累計期間
(自 平成23年４月１日 
至 平成23年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間

※１ 販売費のうち主要な費目及び金額は次のとおりで

あります。 

 

一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとお

りであります。 

 

運賃諸掛 593百万円

販売手数料 516

役員報酬 133百万円

従業員給与 154

賞与引当金繰入額 56

手数料 67

租税 92

研究開発費 607

 

※１ 販売費のうち主要な費目及び金額は次のとおりで

あります。 

 

一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとお

りであります。 

 

運賃諸掛 223百万円

販売手数料 209 

役員報酬 132百万円

従業員給与 151

賞与引当金繰入額 37

手数料 80

租税 26

 

 

(自 平成22年４月１日 
至 平成22年９月30日) 

前第２四半期連結累計期間
(自 平成23年４月１日 
至 平成23年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間

※１ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結

貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

現金及び預金 36,346百万円

預入期間が３か月超の定期預金 △17,300

現金及び現金同等物 19,046

※１ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結

貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

現金及び預金 25,752百万円

預入期間が３か月超の定期預金 △7,200

現金及び現金同等物 18,552
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(株主資本等関係) 

Ⅰ 前第２四半期連結累計期間(自  平成22年４月１日  至  平成22年９月30日) 

１．配当金支払額 

 
  

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会

計期間の末日後となるもの 

 
  

  
Ⅱ 当第２四半期連結累計期間(自  平成23年４月１日  至  平成23年９月30日) 

１．配当金支払額 

 
  

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会

計期間の末日後となるもの 

該当事項はありません。 

 

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年４月21日 
取締役会 

普通株式 1,757 9.0 平成22年３月31日 平成22年６月７日 利益剰余金

 

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年10月29日 
取締役会 

普通株式 1,757 9.0 平成22年９月30日 平成22年12月６日 利益剰余金

 

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成23年４月28日 
取締役会 

普通株式 1,562 8.0 平成23年３月31日 平成23年６月６日 利益剰余金
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(セグメント情報等) 

【セグメント情報】 

Ⅰ  前第２四半期連結累計期間(自  平成22年４月１日  至  平成22年９月30日) 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

 
(注) １ 「その他」の区分は報告セグメントに含まれていない事業セグメントであり、不動産事業、ガス事業、電力

卸供給事業、廃棄物リサイクル事業であります。 

２ セグメント利益の調整額10百万円には、セグメント間取引消去15百万円、のれんの償却額△12百万円、たな

卸資産の調整額２百万円及びその他の調整額４百万円が含まれております。 

３ セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 

  

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報 

該当事項はありません。 

  

Ⅱ  当第２四半期連結累計期間(自  平成23年４月１日  至  平成23年９月30日) 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

 
(注) １ 「その他」の区分は報告セグメントに含まれていない事業セグメントであり、不動産事業、ガス事業、電力

卸供給事業、廃棄物リサイクル事業であります。 

２ セグメント利益の調整額５百万円には、セグメント間取引消去15百万円、のれんの償却額△12百万円、たな

卸資産の調整額△０百万円及びその他の調整額３百万円が含まれております。 

３ セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 

  

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報 

該当事項はありません。 

  

  (単位：百万円)

 

報告セグメント
その他
（注）１

合計
調整額
（注）２

四半期連結損益
計算書計上額
（注）３ニッケル事業

売上高   

  外部顧客への売上高 39,406 736 40,142 ─ 40,142 

  セグメント間の内部売上高
  又は振替高 

0 125 125 △125 ─

計 39,406 861 40,268 △125 40,142 

セグメント利益 11,756 33 11,789 10 11,800 

  (単位：百万円)

 

報告セグメント
その他
（注）１

合計
調整額
（注）２

四半期連結損益
計算書計上額
（注）３ニッケル事業

売上高   

  外部顧客への売上高 15,731 967 16,698 ─ 16,698 

  セグメント間の内部売上高
  又は振替高 

1 63 64 △64 ─

計 15,732 1,031 16,763 △64 16,698 

セグメント利益 1,011 81 1,092 5 1,098 
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(１株当たり情報) 

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

 
(注) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式がないため記載しておりません。 

  

項目 (自  平成22年４月１日 
至  平成22年９月30日) 

前第２四半期連結累計期間
(自  平成23年４月１日 
至  平成23年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間

  １株当たり四半期純利益金額 42.42円 2.48円

    (算定上の基礎) 

    四半期純利益金額(百万円) 8,285 483 

    普通株主に帰属しない金額(百万円) ─ ─

    普通株式に係る四半期純利益金額(百万円) 8,285 483 

    普通株式の期中平均株式数(千株) 195,303 195,249 
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第86期（平成23年４月１日から平成24年３月31日）中間配当については、平成23年10月28日開催の取締

役会において、これを行わない旨を決議致しました。 

  

２ 【その他】
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。 
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平成23年11月11日

大平洋金属株式会社 

取締役会  御中 

  
 

  
 

  
 

  
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている大

平洋金属株式会社の平成23年４月１日から平成24年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間
(平成23年７月１日から平成23年９月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成23年４月１日から平成23
年９月30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、
四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行っ
た。 
  

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任 
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して

四半期連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示の
ない四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用す
ることが含まれる。 
  

監査人の責任 
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務

諸表に対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半
期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。 
四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実

施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国にお
いて一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定され
た手続である。 
当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。 

  

監査人の結論 
当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公

正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、大平洋金属株式会社及び連結子会社の平成
23年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシ
ュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかっ
た。 
  

利害関係 
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上 
  

 
  

独立監査人の四半期レビュー報告書

有限責任 あずさ監査法人 

指定有限責任社員
業務執行社員 

公認会計士  岡 山  賢 治 

指定有限責任社員
業務執行社員 

公認会計士  成 田  孝 行 

(注) １．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期

報告書提出会社)が別途保管しております。 

２．四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。 

 



 

【表紙】 

【提出書類】 確認書 

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の８第１項 

【提出先】 関東財務局長 

【提出日】 平成23年11月11日 

【会社名】 大平洋金属株式会社 

【英訳名】 Pacific Metals Co., Ltd. 

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長  東  洋 幸 

【最高財務責任者の役職氏名】 ─ 

【本店の所在の場所】 東京都千代田区大手町一丁目６番１号 

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所 

  (東京都中央区日本橋兜町２番１号) 

 株式会社大阪証券取引所 

  (大阪市中央区北浜一丁目８番16号) 



当社代表取締役社長東洋幸は、当社の第86期第２四半期(自 平成23年７月１日 至 平成23年９月30

日)の四半期報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認いたしまし

た。 

  

確認に当たり、特記すべき事項はありません。 

  

１ 【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】

２ 【特記事項】
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